






〇アンケート趣旨・目的
中央地区の事前復興まちづくり計画に関する次世代の意見の把握

〇アンケート対象、回答数
城東中学３年生 回答104人

〇アンケート方法・実施時期

令和８年６月

〇質問項目
・問１ 中央地区のいいところ・残したいものは何ですか？（自由記述）

・問２ 中央地区で困っていることは何ですか？（自由記述）

・問３ 被災後も住み続けたいと思うまちってどんなまちですか？（自由記述）

・問４ ２つの復興パターンについて、どちらが良いと思いますか？（選択、自由記述）



【出現頻度（上位10）】 【出現頻度（上位10）】

出現頻度の高い名詞をみると、「商店」「路面電車」「公園」「よさ
こい」「地域」といった、まちのにぎわいや日常の生活空間に関する語
が上位を占めている。また、「高知城」「帯屋町」などの地域の中心地
や歴史・観光に関わる語、「自然」「輪抜け」「コンビニ」などの暮ら
しや親しみのある環境に関する語も多く見られる。これらの結果から、
地域の特色や身近な生活環境、そして日常の中で親しまれている場所や
行事が、回答者に強く印象づけられていることがうかがえる。

No 名詞 出現頻度 No 名詞 出現頻度

1 商店 24 6 高知城 7

2 路面電車 17 7 自然 6

2 公園 17 8 輪抜け 5

4 よさこい 14 9 コンビニ 5

5 地域 10 10 帯屋町 4

No 名詞 出現頻度 No 名詞 出現頻度

1 道路 33 6 公園 8

2 遊び場 18 7 津波 6

3 地震 14 8 水害 5

4 交通 13 9 倒壊 4

5 商店 9 9 地域 4

出現頻度の高い名詞をみると、「道路」が最も多く、次いで「遊び
場」「地震」「交通」「商店」が続いており、地域の基盤となる道路環
境や移動のしやすさ、日常生活に必要な施設への関心が高いことがわか
る。また、「公園」「津波」「水害」「倒壊」といった語も見られ、災
害時の避難のしやすさや被害の大きさ、防災面の不安が意識されている
ことがうかがえる。さらに、「地域」という語も出ていることから、個
別の場所だけでなく、地域全体の安全性や暮らしやすさを広く捉えて課
題として挙げていることがうかがえる。



大分類 件数

① 公園・遊び場の整備 32件

② 公共交通の利便性向上 23件

③ 商業・娯楽施設の充実 17件

④ 防災に強いまち 11件

⑤ 高知らしさ・既存資源の継承 22件

⑥ 賑わい・暮らしやすさ 14件

①公園・遊び場の整備
中高生も遊べる公園、大型遊具、ボール遊びやスポーツができる広場を求め

る声が多かった。弥右衛門公園のように防災機能を併せ持つ公園への言及も

あった。

【代表的な意見】

・新しい公園を作ってほしい（特に中学生や高校生でも遊べる公園）

・弥右衛門公園のような防災公園を新たに作ってほしい

・広くてボール遊びができる公園・サイゼリヤ・新幹線

②公共交通の利便性向上

「公共交通機関をもっと便利に」という回答が繰り返し登場した。路面電車

の便数増、駅の拡充、移動手段の多様化を望む声が中心であった。

【代表的な意見】

・公共交通機関を便利にしてほしい

・もっと遠くに行けるように移動手段を増やしたい

③商業・娯楽施設の充実
ショッピングモールや娯楽施設、流行の店を誘致し、県外からも人が訪れた

くなるまちを望む声が多く占めた。

【代表的な意見】
・イオンに次ぐショッピングモールなどを作ってほしい

・県外から高知県に移り住みたいと思えるような町に

④防災に強いまち
避難場所・避難ビルの確保、免震・耐震構造、次の災害への備えを重視する

声が挙がった。

【代表的な意見】
・防災公園をなるべく沢山作ってほしい。

・免震構造にして、地域で防災訓練ができるように話し合う機会をつくる

・避難ビルをもう少し増やしてほしい

⑤高知らしさ・既存資源の継承
ひろめ市場を筆頭に、高知城・はりまや橋・帯屋町・よさこいなど高知固有

の資源を残したいという声が挙がった。新しさだけでなく、愛着ある景観やコ

ミュニティの継承を望む声が見受けられた。

【代表的な意見】
・ひろめ市場やはりまや橋などの高知っぽいものは残したい

・高知城を残したい／アーケードを残したい

・一個人が求める「これだけは」というものを大切にできる街がいい

⑥賑わい・暮らしやすさ
賑わいや住みやすさ、人が集まる場、若者が残りたくなるまちを望む声が挙

がった。また、被災後も活気を取り戻したいという前向きな思いが表れていた。

【代表的な意見】
・みんなが賑やかで地震大国の日本でも安心して暮らせる環境がいい

・被災後でも高知に賑わいがあるものができてほしい

・もっと若者が遊べる場所を増やせば若者も残りやすいと思う



復興パターン 割合

1案 二線堤形成案 65.3%

2案 現地再建案 34.7%

合計 100.0%

中高生も遊べる公園、大型遊具、ボール遊びやスポーツができる広場を

求める声が多かった。弥右衛門公園のように防災機能を併せ持つ公園への

言及もあった。

各案を選んだ主な理由

【１案二線堤形成案】を選んだ理由（65.3％）
津波浸水被害を防げる安全性を理由とする回答が圧倒的多数を占めた。

本堤が壊れても二線堤で被害を抑えられる「二重の安心感」、まち全体を

守れること、被災後の早期復興につながることなどが挙げられた。コスト

や一部住民の移転といったデメリットを認識しつつ、防災効果を優先する

判断も見られた。

【代表的な意見】
・コストはかかるけど、確実に街を守ることができるから

・二段階で堤防を作ることで街の中心部への津波を防げて、より多くの人の命
を救えると思う

・津波が来た後も被害が少ない方がすぐ復興できる。すぐ復興することで人口
減少も少なくなり賑わいを取り戻せる

【２案現地再建案】を選んだ理由（34.7％）

慣れ親しんだ生活圏や愛着ある景観を維持したい、思い出のある場所を

残したいという情緒的な理由が中心であった。引っ越しを伴わずに済む点、

被災を機に古い建物を耐震性の高いものに建て替えられる点を評価する声

もあった。

【代表的な意見】

・元に住んでいた地域でまた住みたいから

・そこで暮らす県民にとって愛着のある景観は捨ててほしくない

・昔からあるマンションや家があるから、せっかくなら作り直して地震対策の
家などをつくる

・これまでのコミュニティや生活環境、利便性を維持しやすい



















防災拠点の下層階に商業施設、上層の階に住宅を整備するのはどうか。
防災拠点は実現可能か、参加する企業はいるのか。

Park-PFIを利用して一般のマンションや戸建て住宅などの「住居系（居住目的）の建物」の建設は、原則不可。

ただし、不特定多数が利用するホテル・旅館・グランピング施設等の「宿泊施設」であれば建設可能。

・Park-PFIは、都市公園法に基づき、公園利用者の利便性を高める「公園
施設（公募対象公園施設）」を民間事業者が設置・管理する制度
・公募対象公園施設は、休養施設・遊戯施設・運動施設・教養施設・便益
施設・展望台・集会所など、公園利用者の利便向上に特に有効と認められ
るものに限定
・住居は「特定公園施設」「利便増進施設」にも該当せず、都市公園法上
の設置許可が下りない

低層階を商業施設や集合住宅（人工地盤）とし、屋上部分を都市公園とし
て整備する手法であれば、住居系建物の建築が可能 事業者が設置する施設から得られる収益を公園整備に還

元することを条件に、事業者には都市 公園法の特例
措置がインセンティブ（報酬・評価）として適用される



震災後に宮城県内初の仮設商店街として2011年8
月にオープンした『しおがま・みなと復興市場』

2棟のプレハブには鮮魚店や菓子店、洋品店など15店舗が入居。
店舗は震災前から塩釜市内で営業をしていた鮮魚店を中心に立
ち並んでおり、観光客だけではなく地元住民の方々も足繁く通
う、港町塩釜ならではの活気ある仮設商店街

まち並みを失ったから、まち並みを模した戸建ての
商店形式にこだわったという南三陸さんさん商店街

東日本大震災から１カ月半後に開催された「南三陸町福興市」。災害
時に支援し合う全国組織「ぼうさい朝市ネットワーク」の協力のもと
に行われたその福興市には、２日間で１万５千人が集まり、避難中の
人々が再会を喜び合う姿があちこちで見られたという。

※仮設市場は当初、幅約６０メートル、奥行き約２０メートルで、巨大なテ
ント式で民間財団などの支援を受け、町が建てた

※東日本大震災災の支援事例

東日本大震災復旧融資・・・貸付限度 個人：200万 法人：2,000万
仮設施設整備事業・・・・・独立行政法人中小企業基盤整備機構が法人に

対して公共用地を活用し仮設施設の貸出を行う



被災した地域において、国・都道府県において、被災した中小企業等の施設・設備の復旧・再建支援のための補助
制度を創設し、支援に取り組まれています。災害の状況や自治体の取組により名称や取組が異なり、過去の主な施
策の事例を示します。

中小企業等グループ施設等復旧整備補助事業(グループ補助金)
被災した地域において、「地域経済の中核」を形成する中小企業等グループが復興事業計画を作
成し、県の認定を受けた場合に、施設・設備の復旧・整備について補助を行う制度
東日本大震災では補助率：3/4(国1/2, 県1/4)

石川県なりわい再建支援補助金
被害を受けた石川県内に事業所を有する中小企業・小規模事業者等の工場・店舗などの施設 、
生産機械などの設備の復旧費用等を補助
補助対象者 石川県内に事業者を有する中小企業・小規模事業者等
補助金額 上限１５億円
補助率 ３/４（中堅企業等は１/２）

中小企業等グループ施設等復旧整備補助金（グループ補助金）

被災した中小企業者等の施設・設備の復旧を支援。復興のリード役となり得る「地域経済の中核」
を形成する中小企業等２社以上がグループを構成して復興事業計画を作成。県の認定を受けた場合
に、グループに参加する中小企業が、施設・設備の復旧に係る支援を受けられる制度。
・対象経費：施設・設備の復旧費用・補助率：３/４（国：１/２、県：１/４）
※県負担分の95％は交付税で措置
※企業負担となる１/４相当分は無利子融資も利用可能

令和６年能登半島地震および令和6年奥能登豪雨

熊本地震

東日本大震災

持続化補助金（災害支援枠）
被災小規模事業者による設備・施設の復旧費や販路開拓の取組に対する補助、最大200万円
まで２/3補助、県が100万円まで上乗せする補助あり



能登半島地震からの復旧・復興に向けて、農業用機械等の再建・営農再開・資金繰り等の支援、棚田の復旧や観光とも連携した持続
可能な里山づくり、漁船等の復旧・漁場環境の回復への支援、里海資源を活かした海業振興等の支援が実施されています。

〇農業関係
・農地・施設の復旧と一体的に行う水管理の効率化、排水能力の向上等

(国庫補助率の嵩上げ（農地85%→96%、農業用施設94%→98%）

・被災農業者等への金融支援 （貸付当初５年間の実質無利子化等）

・農業用機械、農業用ハウス・畜舎等の再建・修繕等支援
(補助率 農業用ハウス等 共済金と合わせ1/2、農業用機械・畜舎等1/2 )

・共同利用施設や卸売市場等の再建・修繕等（補助率1/2等）

〇林業関係
・被災した山林施設の早期復旧を支援
（激甚指定による災害復旧の国庫補助率の嵩上げ、林道83%→93%等）

・荒廃地における治山対策・森林整備の支援 （補助率1/2等）

・木材加工流通施設、特用林産振興施設等の復旧・整備等支援（補助率1/2）

（林業・木材産業循環成⾧対策 木材加工施設 上限500万円等）

〇水産関係
・災害復旧事業等による漁港、海岸等の早期復旧の支援
（激甚指定による補助率嵩上げ 漁港等の公共土木施設70％→83％）

・海業振興等の漁港機能強化対策等を実施 （補助率1/2等）

・漁船・漁具、養殖施設、水産業共同利用施設の復旧支援（補助率1/2等）

・被災漁業者等への金融支援 （貸付当初５年間の実質無利子化等）

※写真・イメージは東日本大震災



なりわい再生の支援施策の体系 石川県HPhttps://www.pref.ishikawa.lg.jp/kinyuu/keieishien/documents/20251117_shienichiran.pdf 

○観光復興に向けた支援
・風評対策として、観光地や交通機関の現状に関する正確な情報の発信、観光プロモーショ
ンの重点的実施

・「北陸応援割」（３～４月、補助率50％、最大20,000円／泊）。
・ふるさと納税の積極的な活用による特産品販売、旅行等の促進
・観光関連事業者の支援（なりわい再建支援事業等の活用）（再掲）
・観光地の復旧計画の策定・実行支援、まちづくり支援、コンテンツ造成の支援等。

設備や施設の復旧

営業再開に必要な仮施
設等

新たな業種・事業・市
場への挑戦

新たな起業・第三者承
継

商店街が所有す
る設備や施設の
復旧

イベント等によ
る商店街の賑わ
い創出

伝統工芸事業者
の事業再開

雇用の維持

人材の確保

これまで、被災した地域において、国・都道府県により中小企業等の再建に向けた体系的な支援に取り組まれています。能登半島地震
における事例を下表に示します。



液状化について



液状化について



二線堤の整備

現地再建＋避難対策現地再建+嵩上げ

防潮堤＝
L1対応

防潮堤＝
L1対応

現況道路

L2津波の場合
広い範囲で浸水の懸念

L2津波の場合でも二
線堤が浸水の防護～低
減

津波による被災イメージ 二線堤による復興イメージ

( )





区画整理による面的な嵩上げ
計画嵩上げ地盤高：～3.0ｍ想定
（都市計画道路面からの高低差：～１ｍ想
定）

イメージ①
土地区画整理事業による沿道住宅市街地
※都市計画道路の嵩上げにより沿道宅地差の段差を減少

※嵩上げ高さや道路勾配等はイメージとして表現しています

嵩上げ市街地に
接続する区画道

路

既存道路との接
続

店舗等賑わい施設
の場合は既存道路
と接続した建築可
能とする

住宅の場合は地区
内部に嵩上げと同
じ区画道路ネット
ワークを整備
幹線道路に面する
場合は駐車スペー
スなど建築可能と
することも検討

イメージ②
既存幹線道路沿道における嵩上げ市街地形成イメージ







釜石市のA保育園は、震災当時、海岸から約 1kmの場所に位置しており、木造平屋建てで定員は 60名であった。園舎は 4.0mの
津波により全壊。
震災から 13日後の 3月 24日より 同じ社会福祉法人が運営する他の2つの保育園に園児をわけて、臨時保育を再開。その後、 4
月 13日より集会所を臨時保育場所として借りて、 A保育園としての保育を再開。
全壊した園舎の土砂や瓦礫の撤去はめどが立たず、新たな土地への移転が必要となり、 6月に建設候補地の調査を始めた。約 4
か月間の建設候補地の調査・検討を行った後、行政と相談を重ね 3つの候補地にしぼった。 12月に保護者アンケートなども参考
に理事会にて建設候補地が決定。平成 24年 3月頃より建設候補地の農地転用の申請を行ったが、申請に約 7か月を要し、農地
転用許可となったのは 10月。 12月より施工が開始され、約 5か月後の平成 25年 5月に竣工。平成25年 6月 17日より新園舎での
保育再開。
資金については、平成 24年 5月に社会福祉施設等災害復旧費国庫補助金の申請を行い、その約 4か月後の 9月に岩手県庁に
よる査定検査を受け、 12月に補助金の内示があった。また、ユニセフやカリタスジャパンなどからの資金援助もあった。

(2) 保育園復興プロセス事例 徳島大学 建築計画研究室 福島 圭二氏論文(令和4年 2月 9日提出）による



中央地区における主要な復興事業費の比較（概算）

※事業費算出根拠等
【土地区画整理事業】 谷山第三地区(鹿児島市)：34.9ha,38,300百万円→約1,100百万円/haより

ただし(k)※について浸水深が深く建物全壊・流出が殆どとして移転補償がないものとして5億円
/haで計上

○第２案(現地再建案） 事業費
土地区画整理事業(a)  約6.7ha 約70億円
土地区画整理事業(b)  約8.4ha 約90億円
土地区画整理事業(c)  約8.8ha 約100億円
土地区画整理事業(d)  約9.6ha 約110億円
土地区画整理事業(e)  約1.1ha 約10億円
土地区画整理事業(f)   約1.7ha  約20億円
土地区画整理事業(g)  約0.7ha 約10億円
土地区画整理事業(h)  約1.8ha 約20億円
土地区画整理事業(i)  約1.2ha 約10億円
土地区画整理事業(j)  約4.6ha 約50億円
土地区画整理事業(k)   約5.9ha 約30億円※
土地区画整理事業(l)  約3.7ha 約40億円
土地区画整理事業(m)  約0.5ha 約5億円
土地区画整理事業(n)  約1.8ha 約20億円
計 約56.5ha 約585億円
道路事業 700m×20万＝約2億円

防災拠点((B)～(E)、公園一体建物のうち立体都市公園関連部分)
1500㎡/箇所×4 約0.6ha                約20億円※
合計 約607億円

【事業費】 ○第１案(二線堤形成案） 事業費
土地区画整理事業(a)  約6.7ha 約70億円
土地区画整理事業(b)  約8.4ha 約90億円
土地区画整理事業(c)  約8.8ha 約100億円
土地区画整理事業(d)  約9.6ha 約110億円
土地区画整理事業(e)  約1.1ha 約10億円
土地区画整理事業(f)  約14.8ha 約160億円
土地区画整理事業(g)  約13.6ha 約150億円
土地区画整理事業(h)  約4.6ha 約50億円
土地区画整理事業(l)  約3.7ha 約40億円
土地区画整理事業(m)  約0.5ha 約5億円
土地区画整理事業(n)  約1.8ha 約20億円
計 約73.6ha 約805億円
防災集団移転促進事業(①) 110戸×36,780千円＝約40億円
防災集団移転促進事業(②) 30戸×36,780千円＝約10億円
計 約50億円
道路事業 700m×20万＝約2億円
合計 約857億円

第２案 位置図

第１案 位置図

【防災集団移転促進事業】 36,780 千円／戸(東日本大震災石巻市事例をデフレ―ターで補正)
既成市街地・公共用地活用の効率的な整備として 補助限度額移転１戸当り約18,000千円以
内となることも想定される。
移転戸数は住宅地図より、空き家。マンション等を除く戸建て住宅等の居住世帯数(下知
136戸、弘化台37戸)の80%と想定。20%は災害公営住宅対応と想定

【防災拠点(立体都市公園関連部分)】
30万円/㎡ 人口基盤等の整備費用想定
公園一体建物のうち立体都市公園関連部分としその他は民間資金によるものとして未計上
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【道路事業】

道路延⾧×20万円/m 道路沿道部障害物の除去等


